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高架橋上に建植された電化柱の地震応答値を即時的に推定する手法の検討を行った．具体的には，地震

動，高架橋，電化柱の条件をそれぞれ複数変化させた網羅的な地震応答解析を実施することで，電化柱の

加速度応答倍率が高架橋の振動卓越周期と電化柱の固有周期の比によって大きく変動することを明らかに

した．さらに，既往の橋梁・高架橋の地震被害推定ノモグラムを改良することで，電化柱の加速度応答倍

率を適切に表現できることを確認した． 
今回構築した電化柱の地震応答即時評価手法と距離減衰式等を組み合わせることで，地表面地震動，高

架橋応答，電化柱応答を簡易に評価可能であり，地震発生後の被害発生の有無を即時的に推定する手法と

しての活用が期待される． 
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1. はじめに 

 

鉄道路線全体を対象とした地震時性能を効率的に上昇

させるためには，地震時の弱点箇所を適切に抽出すると

ともに，このような地点から優先的に対策していく方法

が考えられる例えば1)．この時の地震時弱点箇所を抽出す

る方法としては，全構造物を詳細にモデル化し，この詳

細モデルを用いて地震応答値，損傷程度を個別に評価す

るのではなく，何らかの簡易な手法を用いて効率的に判

定する方法を用いる方が現実的である場合が多い．例え

ば鉄道構造物の地震時弱点箇所を簡易に抽出するには，

地表面地震動を距離減衰式2)や地盤増幅率3)を用いて算定

するとともに，鉄道橋梁・高架橋の応答値を被害推定ノ

モグラム4),5)，鉄道盛土では応答値の即時推定手法6)を用

いることで，任意の地震を対象とした応答値評価，損傷

程度の評価を比較的容易に実施することが可能である． 

一方で，鉄道システムの耐震性を考えた場合には，当

然のように土木構造物だけでなく，軌道，電化柱，その

他付帯設備の性能も適切に評価する必要がある．たとえ

ば，東北地方太平洋沖地震においては，高架橋上に建植

された電化柱の折損被害が発生し，この取り換え作業が

運行再開のボトルネックとなった7)が，全体の地震時性

能のバランスを見ながら，適切に耐震性能の向上をはか

ることが重要である．こうした中で，これら付帯設備に

ついては，地震応答値の簡易評価手法が存在しないとい

う問題が残されている． 

そこで本検討では，橋梁・高架橋上に建植された電化

柱の地震応答値を簡易かつ即時的に推定する手法を構築

することを目的とする．この時には，地震動，土木構造

物，電化柱の条件を多数変化させた非線形動的解析を多

数実施するとともに，過去に筆者らが提案している橋

梁・高架橋の被害推定ノモグラム5)によって応答解析の

平均的な傾向を適切に表現できることを確認する．これ

により，橋梁・高架橋の応答値算定と同様の手法によっ

て，電化柱の応答加速度を簡易かつ適切に推定可能とす

る． 
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2. 地震動，土木構造物，電化柱条件を変化させ

た地震応答解析 

 

(1) 応答解析の条件 

検討の条件としては，橋梁・高架橋の被害推定ノモグ

ラム5)を作成する際に得られた高架橋天端位置の応答加

速度波形を電化柱に入力した動的解析を実施する．具体

的には，入力地震動として防災科学技術研究所K-NETに

おいて1996年5月～2011年7月の間に発生した地震の観測

記録のうち，三成分合計加速度で50gal以上を計測した

記録の水平成分（NS，EW成分）の計16,992記録を用い

る．高架橋の条件としてはRC構造物を想定した等価1自

由度モデルによる応答解析を実施する．等価固有周期

Teqを0.1~10sまで対数軸で等間隔に40ケース変化させるこ

ととし，それぞれの地震動，構造物周期に対して応答塑

性率μが1~10となるように降伏震度khyを調整した．この

時の非線形特性は，鉄道構造物の耐震設計標準8)に従っ

て設定している． 

このようにして得られた高架橋天端の応答波形を入力

として電化柱の応答解析を実施する．今回は単純なモデ

ルとするために，電化柱を線形弾性体として取り扱うと

ともに，等価な1自由度モデルによって表現する．固有

周期Tpを0.1~1.0sまで0.05s刻みで19パターン変化させた．

また，電化柱の材質（鋼管柱とPC柱）によって減衰が

異なること9)や，電化柱の耐震補強対策としてダンパー

による減衰付与10)等も検討されていることを勘案し，電

化柱の減衰定数hpは，0.01~0.20まで複数パターン変化さ

せることとした．以上の条件に従って網羅的な動的解析

を実施することで，各地震動波形，高架橋条件，電化柱

条件に対する電化柱の最大応答加速度を算出した．ここ

で，電化柱のような比較的単純な棒部材の天端応答を等

価な1自由度モデルによって評価する場合には，適切な

刺激係数を考慮する必要がある11)が，ここでの結果はそ

の影響を無視していることに注意を要する．そのため，

今回の検討結果を用いて電化柱の被害推定を行う場合に

は，得られた応答加速度に1次モードの刺激係数を乗じ

た上で，電化柱の耐力と比較する流れとなる． 

 

(2) 応答解析結果の概略 

前述した条件により得られた電化柱の最大加速度のう

ち，高架橋を弾性（応答塑性率μ=1），非線形（μ=3, 6の

場合），電化柱の減衰定数hp=0.05とした場合の結果を図

-1に示す．この図におけるTbは高架橋の振動卓越周期(s)

で式(1)により算定する4)． 

PSA

PSV
Tb π2=   (1) 

ここで，PSVは高架橋天端の最大速度(kine)，PSAは高架

橋天端の最大加速度(gal)，Tpは電化柱の固有周期(s)，

PPAは電化柱の最大加速度(gal)である．そのため図-1の

表示は，高架橋の振動を基準とした場合に，横軸を入力

波と電化柱の周期比，縦軸を最大加速度の応答倍率で表

したものを解釈できる．なお，応答塑性率μは，地震に

よる構造物の最大応答変位δmaxを降伏変位δyで除した値

である． 

これらの結果を見ると，検討ケースが非常に膨大であ

るために，応答倍率は周期比や構造物の塑性化程度に依

存せず0.01~10の範囲で大きくばらついているように見

える．しかし，周期比毎の平均値，標準偏差を評価した

結果も図-1に示しているが，平均的な傾向は，周期比

Tb/Tpに対して一定の傾向がみられる．具体的にはTb/Tp 

=1.0付近でピークを示し，それ以降では徐々に応答加速

度の比が小さくなっている傾向がみられる．これは，電

化柱の固有周期が高架橋の振動卓越周期に近いと，電化

柱と高架橋が共振して，応答が局所的に増大することを

 

(a) 高架橋の応答塑性率μ=1の場合 

 
(b) 高架橋の応答塑性率μ=3の場合 

 
(c) 高架橋の応答塑性率μ=6の場合 

図-1 電化柱の加速度応答倍率（hp=0.05の場合） 

-202-



 

 

反映した結果である．またこの大まかな傾向は，高架橋

の応答塑性率によらず概ね同様であるとともに，従来の

橋梁・高架橋に対して提案された被害推定ノモグラム5)

と類似している．そのため，この被害推定ノモグラムと

同様の表現によって電化柱の応答を簡易に推定できる可

能性があると言える． 

続いて，高架橋の非線形化が電化柱の応答に与える影

響を詳細に把握するために，高架橋の応答塑性率μ=1~10

のそれぞれの計算結果に対して加速度比PPA/PSAの周期

比毎の平均値と標準偏差をプロットした結果を図-2に示

す．これを見ると，横軸を周期比Tb/Tp，縦軸を加速度比

PPA/PSAに取って整理することで，高架橋の応答塑性率

によらずほぼ同一の応答倍率となることが確認できる． 

また電化柱の減衰が変化した場合の応答倍率の変化の

傾向を把握するために，高架橋の応答塑性率μ=3に固定

した場合の周期比毎の平均値をプロットした結果を図-3

に示す．これより，減衰が大きくなると応答倍率が全体

的に小さくなるものの，基本的な傾向は変わらないこと

が確認できる． 

 

 

3. 電化柱の地震応答値即時推定手法の提案 

 

前章の検討から，電化柱の加速度応答倍率は，電化柱

の固有周期と高架橋の振動卓越周期の比率Tb/Tpで整理す

ることで，高架橋の損傷程度や地震動の特性によらず適

切な評価が可能であることを確認した．またこの傾向は，

橋梁・高架橋を対象として作成された被害推定ノモグラ

ム5)と同様の傾向を示しており，これをそのまま適用で

きる可能性もある．そこで本章では，橋梁・高架橋の被

害推定ノモグラムによる応答値評価結果と今回の解析結

果を比較することで，電化柱の応答値簡易推定法につい

て検討を行う． 

まず，減衰定数を5%とした場合の橋梁・高架橋の被

害推定ノモグラムは，次式で表現される． 

2

1

2

1

2
2

22

1

3

41


















+






















−

×=

k

T

k

T
k

k

T

kA
r

rr

r

        (2) 

ここで，Arは地表面地震動の最大加速度PGAと高架橋の

降伏震度khy×980の比率を表している．これはつまり高架

橋の加速度応答倍率の逆数を表しており，今回の線形仮

定の電化柱において考える場合はPPA/PSAの逆数を表し

ている．またTrは，地震動の卓越周期Tと高架橋の等価

固有周期Teqの比率であるが，今回の電化柱を対象とし

た場合は，高架橋と電化柱の周期比Tb/Tpである．またk1, 

k2, k3は回帰係数で，高架橋の被害推定ノモグラムでは式

(3)と表-1によって応答塑性率μ毎に算定される． 

n

n
ini xk μ

=

⋅=
3

0
,

           (3) 

ここで，ki：式(2)の回帰係数（i=1, 2, 3），μ：応答塑性率

（1≦μ≦10），xn,i：kiを表現するための係数（n=0, 1, 2, 3）

である．今回の線形仮定の電化柱を対象とした場合は応

答塑性率μ=1であるので，このkiはk1 =0.757, k2 =0.491, k3 

=0.586となる． 

この橋梁・高架橋の被害推定ノモグラムを電化柱の減

衰定数hp=0.05とした全解析結果の周期比毎の平均値と比

較した結果を図-4に示す．この結果を見ると，被害推定

ノモグラムによる結果は全体の平均的な傾向を概ね表現

できており，高架橋を対象として作成されたノモグラム

をそのまま適用しても問題ないことが確認できる． 

また，橋梁・高架橋の被害推定ノモグラム5)では，高

架橋の減衰定数が変化した場合のノモグラム補正手法も

提案しており，今回の問題に対しては電化柱の減衰定数

 
図-2 高架橋の応答塑性率μの違いによる電化柱の応答倍率

の変化の比較（hp=0.05の場合） 

 

図-3 電化柱の減衰 hpの違いによる電化柱の応答倍率の変

化の比較（高架橋応答塑性率μ=3の場合） 

 

表-1 式(3)の回帰係数 xn,iの評価結果（平均を対象）5) 

 n=3 n=2 n=1 n=0 

k1 1.77E-04 -9.02E-03 1.64E-01 6.02E-01 
k2 1.20E-03 -2.71E-02 2.18E-01 2.99E-01 
k3 2.13E-03 -4.37E-02 3.54E-01 2.74E-01 
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の変化による応答の変化にそのまま適用できる可能性が

高い．本検討では，電化柱を全て線形弾性体としている

ため，今回の問題に特化した場合のノモグラム補正の流

れを以下に示す． 

Step1 式(2)により，電化柱の減衰hp=0.05の場合の加速度

応答倍率（PPA/PSA=1/Ar）を算定する． 

Step2 式(4)に電化柱の減衰定数hpを代入することで，補正

係数R(hp)を算定する． 

( )
( ) ( ){ }78.166ln424.0

66

66exp1
884.1 ++

−−

=

p
p

p

p

h
h

h

hR

π
π

π    (4) 

Step3 上記Step1の応答倍率にStep2の補正係数R(hp)を乗ず

る． 

この減衰定数の補正手法を電化柱の減衰定数hp=0.03, 

0.15に対して適用した結果を，前章の数値解析の平均値

と比較した結果を図-5に示す．減衰が大きくなるにつれ

て応答倍率が低下する傾向は，提案手法により適切に表

現できているとともに，解析結果の平均的な傾向も再現

している．このように，本手法では電化柱の固有周期や

減衰定数が変化した場合にも適用可能であるため，任意

の電化柱を対象とした場合にも有効であると考えられる． 

4. まとめ 

 

本検討では，高架橋上に建植された電化柱の地震応答

値を簡易に推定する手法の検討を行った．具体的には，

地震動条件，高架橋の条件，電化柱の条件を多数変化さ

せた地震応答解析を実施するとともに，過去に橋梁・高

架橋を対象として作成された被害推定ノモグラムの適用

性を確認した．その結果，被害推定ノモグラムを用いる

ことで，電化柱の応答を適切に推定できることを確認し

た． 

提案法に必要なパラメータは，電化柱の振動特性（固

有周期Tp，減衰定数hp）と高架橋天端の応答値，振動特

性（最大加速度PSA，振動卓越周期Tb）のみである．こ

のうち電化柱の振動特性は，使用する型式等から比較的

容易に推定できると考えられるとともに，高架橋の応答

特性は，入力地震動と橋梁・高架橋の被害推定ノモグラ

ムを用いることで評価可能である．そのため，距離減衰

式等と今回の結果を組み合わせることで，地表面地震動，

高架橋応答，電化柱応答を簡易に評価可能であり，地震

発生後の被害発生有無を即時的に推定する手法として活

用が期待される． 
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図-4 被害推定ノモグラムの評価結果 

（hp=0.05の場合） 

 

図-5 被害推定ノモグラムの評価結果 

（hp=0.03，hp=0.15の場合） 
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THE SIMPLIFIED METHOD FOR THE EVALUATION OF SEISMIC RESPONSE 
OF ELECTRIC POLE BUILT ON RAILWAY STRUCTURE 

 
Shun TANAKA, Kimitoshi SAKAI, Kohei TANAKA and Satoshi HARADA 

 
For the purpose of improving the seismic performance of railway system efficiently, it is necessary to 

find weak elements of the system and to proceed the seismic retrofitted of these elements. As seen in the 
Tohoku Shinkansen at the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, electric poles built on railway 
structures may be weak elements during earthquakes. However, there is no method for easily evaluating 
the seismic response of electric poles considering the vibration characteristics of railway structures. 

This paper shows the simplified method to estimate seismic response of electric pole built on the railway 
viaducts. We conduct response analysis under various conditions such as input seismic waves, the natural 
period of viaducts and electric poles. And it was confirmed that these results agree with the results evalu-
ated from the damage estimation nomogram for railway viaducts which proposed by authors (Sakai and 
Murono, 2015). So, the nomogram can also used for the response analysis of electric poles. 

By combining the nomogram and attenuation relationships of ground motion, it is possible to easily 
evaluate seismic motion and seismic response of viaducts and electric poles, and can be used for finding 
weak elements.  
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